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1 たとえば伊吹 (2005)や犬飼 (2006)は， CSRに関する議論が日本で2003年を境に急進したことを
受けて， 2003年を日本における rCSR元年」としている。












号では r2005年度版企業高感度 140社ランキングJ，日経ビジネス誌 200417/26号において rCSRラン
キングベスト 100社J，同 2005/8/22号では rCSR2005ランキングJ，週刊東洋経済誌2006/1128号にお
いて「第 1回CSR総合ランキングベスト 100Jなどのランキングがすでに発表されている。
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論 (TheRelationship of Business to Society / 































会問題化し， CSRを論じる潮流もあった。しかし図表 1-1も示すとおり， 1970年代



































































41.9 25.6 1.0 19.4 














































































死亡者 21名，重体・重病者3名，軽傷者 36名という被害がもたらされた。 2006年7




































































































り上げる報告書は， 2005年 11月から 2006年 1月にかけて，経済広報センターおよ
び日本経団連に加盟している主要企業を対象にアンケート方式により実施されたもの
を基盤としている。経済広報センターによれば， 881社へアンケートを送付し，回答















































介されている。たとえば最近のものではz 松野 (2006: p.6)，小山 (2006:p.117・119)，高岡 (2006: 









































































































































第二章 法令遵守と CSRに関する考察 ーパロマの事例分析を通じて一
はじめに

































































中毒事故が多発している旨の発表がなされた。 1985年から 2005年までに 17件の事
故が発生し， 15人が死亡， 19人が重軽傷を負っていたと第一報では述べられている。
一酸化炭素中毒事故が発生した機器は，型名が PH81F，PH101F， PH102F， PH131F 















































































































































































































7月 14日の会見 7月 18日の会見














































安全装置の不正改造による事故 15件 死亡 18名
重体・重症 2名
軽症 13名
部品の劣化による事故 11件 重体・重症 1名
軽症 22名
事故の原因を特定できないもの 2件 死亡 3名
軽症 1名

















てから 8月 23日までに，全国の消費者から寄せられた問い合わせ件数は， 88，321件
となった。そのうち，本件七機種に関係する問い合わせは， 24，091件で、あった。七機






































































の調査によれば， 99台の安全装置のうち， 83台が 1982年以前に製造されていること




















29 7月 14日の会見で，パロマは市場に出荷されている 26万台の機器に対して， 1992年に一斉点検を実
施したとしている。しかし当時の一斉点検でどのような問題が確認され，どのような防止策が施されたの
かといった情報は明らかにされていない。





































































































































































非玉規の理由:正規で働ける会社がなかった 350万人(非正規の 20%)I 














































(ジョブ・カード推進協議会， 2008c: p.7) という見解も提示された。また同時に，
制度のさらなる普及促進のために，参加企業の開拓を日本商工会議所にも既に委託し




時期 協力企業数 実務訓練受講者数 正社員採用数
‘08年4月'""8月 4社 34人 n/a 
(以降，日本商工会議所が開拓に尽力) (松下，キヤノン含む)
'08年4月'""'09年3月 217社 439人 102人

























細は総務省 (2006: p.6) を参照。
44 
道府県別に見ると，もっとも多いのが愛知県で38，733人，次いで長野県が 10，119人，











出典:厚生労働省 (2009a:p.l) r非正規労働者の雇止め等の状況についてJ，同 (2009b:



























































































































































回収率は 43.5%であった。日本では， 2000年以降に CSRの議論が展開されることが
多くなった。同調査結果によれば， CSRに関連するレポートを発行する企業の割合は，
2000年では 16%に過ぎなかったものの， 2006年には 38%にまで増加している(環境
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~、，、， CSR議論 、 ，J1)ー マンショック 、
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r ジョブ・カー ド政策 、;' セー フティー ネット政策、 ; 
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出典:筆者作成











































































する前の， 2007年4月 1日から 2008年3月 31日までの連結決算の数字である。















図表 4-2 9社の海外売上における北米，欧州，アジア比率 (単位:%) 
会社名 NEC 富士通35 目立36 東芝37 三菱38 パナソニック ソニー 却 シャープ40
北米 32.0 27.1 21.4 28.8 21.7 28.0 32.7 34.2 
欧州 28.4 43.7 23.8 26.9 31.5 26.0 34.1 32.0 
アジア 39.6 29.2 45.2 38.4 39.9 46.0 33.2 33.8 

























































画が発表されてから一年後の 2010年 3月期決算は，大手 9社すべてで，売上高は前
年度比で、マイナスとなった。
図表 4-4 9社の 2010年 3月期連結決算結果 (単位:億円)
会社名 NEC 富土通 目立 東芝 三菱 パナソニック ソニー シャープ
売上高 35，831 46，795 89，685 63，815 33，532 74，179 72，139 27，559 
増減率 ...15% "'0.3% 企10.3% ..4.1% "'8.5% ...4.5% 企6.7% "'3.2% 











たとえばNECは， 2010年度売上高は 15%のマイナスとなったが， 2万人の人員削減
を行ったことにより， 2010年度の営業利益は前年度の 62億円の赤字から 509億円の
黒字へと好転している。 NECの決算短信によれば，人員削減という直接的な表現は用
いていないものの，固定費等の削減により売上高が減少するなか利益確保が可能であ




る。 2009年時点の，日本国内の雇用者総数は 5，460万人である。雇用者 5，460万人の
うち製造業に従事しているものは， 1，073万人である。雇用者総数のうち，製造業従















1990年度 2006年度 2007年度 2008年度
海外設備投資比率 9.5% 20.0% 19.5% 18.4% 
海外生産比率 6.4% 18.1% 19.1% 17.0% 
現地法人従業員数 155万人 456万人 475万人 452万人
出典:経済産業省 (1999)r第 28回海外事業活動基本調査結果J，(2008b) r第 38回










の海外現地法人で働く従業員数は 450万人強であり， 日本圏内の雇用者総数の 8.3%
に相当する42。ここで注意を払うべくは， 450万人強の海外現地法人従業員数のうち，
日本人の占める割合である。 2007年度の実績として， 475万人の海外現地法人従業員






































































































































































































































ていた。 10年後の 1965年でも法定外福利は 53%である。以下 10年後ごとに， 1975 
45企業の負担としては，そのほかにも高い法人税率の問題がある。これは別稿で論ずる。
64 























































































































る先行研究は多い。たとえば次のようなものがある。フリードマン (1992)，Pempel and Muramatsu 
(1995)， Vogel (1996)，青木ほか (1996)，伊藤 (1996)，松井 (1997)，内山 (1998)，青木ほか (1999)，













































































































































































































































































































22プロジェクトに対して4，650万ユーロの支援を行うJ(経済産業省， 2010g: p.30) 
としている。中国は「自動車や鉄鋼など 10大産業や文化産業を集中支援することとし












































































































































て，会議のアウトプットとして r~新しい公共』宣言J と r~新しい公共』円卓会議に
おける提案と制度化等に向けた政府の対応」としづ二つの資料が公表された。以下で
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